様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2021年　8月　13日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）みつびししょくひんかぶしきかいしゃ
                              　一般事業主の氏名又は名称 三菱食品株式会社
（ふりがな）きょうや　ゆたか
                    （法人の場合）代表者の氏名　代表取締役社長　京谷裕　印
住所　〒　　　東京都文京区小石川1丁目1番1号
法人番号　2010801012645　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 通期株主通信（三菱食品通信2020年度通期報告）
2 中期経営計画策定に関するお知らせ（中期経営計画2023）
3 補足
通期株主通信（三菱食品通信2019年度通期報告）

	公表日
	1 2021年　6月29日
2 2021年　5月27日
3 2020年　6月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページ上IRページIRニュースに掲載。
1 https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/ir_material_for_fiscal_ym/102638/00.pdf
2 https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/tdnet/1979100/00.pdf　
3 https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/ir_material_for_fiscal_ym/82921/00.pdf　　

	記載内容抜粋
	ホームページ上IRニュースの中に以下記載にて公表。
1 通期株主通信（三菱食品通信2020年度通期報告）として公表。
P.3-6　～食のビジネスを通じた 持続可能な社会の実現に向けて～　にて公表。
2 適時開示資料「中期経営計画策定に関するお知らせ」として公表。告知文章として
「1． 基本方針
本中期経営計画では、新たにパーパス（存在意義）及び中期的に目指す在り姿であるビジョンを 定め、この実現に向けて以下に取り組んでまいります。
 【パーパス】 「食のビジネスを通じて持続可能な社会
の実現に貢献する」
 【ビジョン】 「次世代食品流通業への進化（サステナビリティ重点課題の解決）」
3 通期株主通信（三菱食品通信2019年度通期報告）として公表
P.1　TopMessage（当時の社長は森山透）として、「生活者の「食」を担う「総合食品商社」として引き続き食の安定供給を支えるという社会的使命を果たしてまいります。」
P.5　“「食流通のムリ・ムダ・ムラ」の是正に対応「デジタルトランスフォーメーションによる「効率化と新たな需要創造の実現へ“と称し、デジタルとデータの融合、そしてそれらをつなげる・拡げる三菱食品らしさで、DXによる効率化を推進させ、新たな需要の創造に取り組んでまいります」と公表。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 意思決定機関（取締役会）にて承認された内容に基づき作成されたもの。
2 意思決定機関（取締役会）にて承認された内容を開示。
3 意思決定機関（取締役会）にて承認された内容に基づき作成されたもの。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 通期株主通信（三菱食品通信2020年度通期報告）
2 中期経営計画策定に関するお知らせ（中期経営計画2023）
3 補足　　
通期株主通信（三菱食品通信2019年度通期報告）

	公表日
	1 2021年　6月29日
2 2021年　5月27日
3 2020年　6月23日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページ上IRページIRニュースに掲載。
①https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/ir_material_for_fiscal_ym/102638/00.pdf
②https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/tdnet/1979100/00.pdf　
③https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/ir_material_for_fiscal_ym/82921/00.pdf　　　

	記載内容抜粋
	ホームページ上IRページIRニュースに掲載。
①通期株主通信（三菱食品通信2020年度通期報告）として公表
P.4　「ビジョンの実現に向けた取り組み」にて記載
P.6　「地域パートナーシップの構築」にて記載
②適時開示資料「中期経営計画2023」よりP.7-15にて記載
P.7　４つの環境認識①人口構造の変化 人口減少、都市と地方の格差拡大、②生活者のライフスタイル・価値観の変化 安全・安心、健康、地域、地球環境への関心、③イノベーションの加速 DX、産業構造の変化、④地域分散
型社会へのシフト 地域の自律的分散化、（地域最適化の必要性を踏まえ、
P.8-15　目指すあり姿として、パーパス（食のビジネスを通じて持続可能な 社会の実現に貢献する）、ビジョン（次世代食品流通業への進化 （サステナビリティ重点課題の解決））を明確化し、中期経営計画2023にて具現化に向けて進めていくことを公表している。
③通期株主通信（三菱食品通信2019年度通期報告）として公表
P.5　三菱食品のDX全体像　（以下記載）
「データ蓄積・活用」「社外パートナーとの共創」を通じ「食品流通業界全体」の効率化や価値創造を実現。
デジタルかを促進するための「①経営基盤改革」、社内・社外の「②③プロセス改革」（個別業務の効率化・高度化、新たな価値提供）を並行して推進し、「④ビジネスモデル創出」に寄与する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 意思決定機関（取締役会）にて承認された内容に基づき作成されたもの。
2 意思決定機関（取締役会）にて承認された内容を開示。
3 意思決定機関（取締役会）にて承認された内容に基づき作成されたもの。



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 ホームページ上IRページIRニュースに掲載　
三菱食品通信（2019年度通期報告）P.2　
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/ir_material_for_fiscal_ym/82921/00.pdf
ホームページ上ニュースリリースにて掲載
（2020年1月28日組織改編のお知らせ）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/tdnet/1786280/00.pdf

	記載内容抜粋
	1 三菱食品通信（2019年度通期報告）として公表。
P.2　当社グループは、基盤である卸事業の持続的な生産性の工場と、新たな事業領域の拡大をさらに推進してまいります。またCDO（チーフ・デジタル・オフィサー：デジタル戦略に関する責任者）を新設し、ＲＰＡやＯＣＲを活用した社内の業務プロセスの見直しや効率化、ＡＩ需要予測による発注精度向上等、デジタルトランスフォーメーションを加速してまいります。
2 その他　　デジタル技術の進展に対応し、当社のデジタルトランスフォーメーションを推進するため、2019年10 月に経営企画本部に設置したデジタル戦略担当の役割を強化し、ＣＤＯ職を設けると共に、その管下に「デジタル戦略本部」を新設致します。また、当社リテールサポートのデジタル化やデータ活用事業を加速するため、「マーケティング本部」をＣＤＯの管下に移管致します。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 ホームページIRページIRニュースにて掲載
　三菱食品通信（2019年度通期報告）P.6
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/ir_material_for_fiscal_ym/82921/00.pdf
2 ホームページ上IRページIRニュースにて掲載
　中期経営計画策定に関するお知らせ（中期経営計画2023）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/tdnet/1979100/00.pdf

	記載内容抜粋
	1 P.6　三菱食品のＤＸにおけるデータの重要性を記載。データを活用して社内社外・また業界全体で、デジタル×データの連携により、効率化および小売業との取り組み深耕を図る。
2 「中期経営計画2023」よりP.13-19に記載。
P.13 中経2023全体像を記載、
P.14-15 機能向上への取り組みの具体的施策として、
（１）リテールサポート(デジタルによる需要予測の
最適化)、（３）メーカーサポート(売り場連動型の
広告販促事業)、（４）ＳＣＭ(デジタルによるオペ
レーションの標準化・高度化)　とそれぞれに記載。
P.16-17　業務効率化施策としてAI活用による小売り、卸、メーカーの材工、受発注等企業間に散在するデータと外部データを起点とした需要予測・発注の自動化を記載。またわが社が所有数ユニークなデータを活用しながら店頭販促と連動し広告販促効果を向上し新たな付加価値を創出を図ると記載。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	中期経営計画策定に関するお知らせ（中期経営計画2023）


	公表日
	　2021年　5月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	ホームページ上IRページIRニュースにて掲載　
中期経営計画策定に関するお知らせ（中期経営計画2023）
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/tdnet/1979100/00.pdf

	記載内容抜粋
	1 お知らせにて公表
機能向上の取り組み、地域での取り組みを通じ、新たな収益基盤を構築すると共に、成長領域 への積極投資を行うことで、収益の拡大及び収益性の向上を実現してまいります。 
・2023 年度 経常利益目標： 220 億円 
・2023 年度 ROE 目標： 8%以上 
また、サステナビリティ重点課題における定量目標を同時に達成すべく取り組んでまいります。
2 中期経営計画2023　P.21
機能向上及び地域での取り組みを通じて、、新たな収益基盤を構築すると共に、サステナビリティ重点課題の解決を図るとし、2023年度経常利益規模220億円を目指す。同時にサステナビリティ重点課題である「CO2排出量削減」、「食品ロス削減」等指標、定性・定量データを開示していく。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 2021年　6月14日
2 2021年　6月29日
3 2020年　6月23日（補足）

	発信方法
	1 ホームページ上企業情報ページ社長メッセージにて公表
https://www.mitsubishi-shokuhin.com/corporate/massage.html
② 通期株主通信（三菱食品通信2020年度通期報告）
として公表　P.1､2
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/ir_material_for_fiscal_ym/102638/00.pdf
3 通期株主通信（三菱食品通信2019年度通期報告）
として公表　P.1､2
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/ir_material_for_fiscal_ym/82921/00.pdf


	発信内容
	1 経営者（2021年6月28日より社長は京谷裕）自ら三菱食品通信等で経営方針2020の取り組み方針や、業界やお客様のDXパートナーとなるための変革を牽引するとともに、戦略の推進状況に係る情報発信を行っている。又食の持続可能性と日本各地の食文化の維持・発展、地域社会の最適化を追求するため、生産者から生活者まで、すべての人たちを笑顔で結ぶことを公表している。
「三菱食品は、2011年の誕生から10年を迎えました。その間、多くの地震や台風、豪雨などの自然災害、そしてパンデミックといった危機がありましたが、食の安全・安心・安定供給を継続することで地域の生活者の食生活を支える企業としての責務を果たし続けてきました。
一方、世の中の環境変化のスピードはますます加速しており、社会環境や生活者のライフスタイルや意識も多様化しています。私たちはこのような事業環境の変化に対応しながら、全国各地の多様なお得意先・お取引先とともに、食の持続可能性と日本各地の食文化の維持・発展、地域社会の最適化を追求してまいります。」
2 P.1､２　TopMessage（社長京谷裕）として表明。
「激動の時代においても、揺るがない羅針盤として、当社の新たな「パーパス」、つまり「存在意義」を「食のビジネスを通じて持続可能な社会の実現に貢献する」と定めました、当社のパーパス（存在意義）、そして、中期的に目指す在り姿であるビジョンの実現に向けた「中期経営計画2023」の詳細についましては、次頁以降でご説明いたします。」
P.3､4　「中期経営計画2023」全体像として表明。
「　「中経2023」では、「機能向上への取り組み」として、リテールサポート・商品開発・メーカーサポート・SCMの４つの機能をデジタルも活用しながら向上を図るとともに、これらを支える経営基盤の変革に努めてまいります。」
3 P.1､２　TopMessage（当時社長現相談役：森山透）として、Q＆Aの形（3つ目）で表明。
「当グループは、基盤である卸事業の持続的な生産性の向上と、新たな事業領域の拡大を更に推進してまいります。またCDOを新設し、RPAやOCRを活用した社内の業務プロセスの見直しや効率化、AI需要予測による発注精度向上等、デジタルトランスフォーメーションを加速してまいります。」



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　2016年　4月頃　～　　　2021年　3月頃

	実施内容
	ＤＸの阻害要因として、経産省が警鐘した2025年の崖。食品卸事業を支えるレガシーとなった基幹システム(NewTomas)から、オープン化技術を使ったMILAIへの移行を2016年より段階的に着手、2025年完了予定で推進中。「変化に素早く柔軟に対応できるシステム」を目指し、機能毎の9つのコンポーネントから構成する。又、テレワークの急速な普及、増加するクラウド利用への対策としてネットワーク回線や設備を増強。インターネット上に展開されるリソースを最大限に活用し、ガバナンスを担保するためにクラウド型SWGの導入検討を開始。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	· 　2005年4月　情報セキュリティ規程制定　　　　　　以後、IT環境の変化に応じて見直しするとともに継続的な教育、情報セキュリティ活動を実施。
· 有価証券報告書（26/99）の「Ⅲ．情報セキュリティ対応」にて記載　
https://ssl4.eir-parts.net/doc/7451/yuho_pdf/S100LTSZ/00.pdf

	実施内容
	情報セキュリティ活動の規範となる、情報セキュリティ規程、情報セキュリティマニュアルを制定し、IT環境とITリスクの変化に応じて定期的に見直しを実施。
· 情報セキュリティ委員会を設置し、情報セキュリティ対策のＰＤＣＡサイクルを運用。委員会活動を定期的に経営会議及び取締役会へ報告している。
· 継続的な情報セキュリティ教育
ＭＣグループIT規範に基づき、定期的なIT整備状況の点検及び是正対策を実施、報告している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

